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１．2018年度のハイライト

親会社株主に帰属する当期純利益は、5年連続で250億円を超える高水準の利益を確保1

経営の効率性を示すROE(連結)は、純資産が順調に増加する中、5％台前半の水準を確保

2 経費削減の結果、コアOHRは61.7％に改善し、コア業務純益は326億円と4年ぶりの増益
(前年比+3億円)

3 事業性評価を通じたコンサルティング営業を強化し、注力している中小企業向け貸出金(平残)は
順調に増加

4 不良債権比率は、経営改善支援等により1.15％と過去最も低い水準で推移

5

期末配当は配当予想どおり、1株当たり10円00銭(うち創業140周年記念配当1円00銭)を
予定6

2

P.4

P.4
P.7

P.10

P.12

P.13
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△ 1
△ 6
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△ 10
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△ 17
△ 20
（△ 49

△ 3親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

4

(1) 2018年度業績サマリー

コア業務純益は、貸出金利息の順調な増加と経費の減少を主因として前年比3億円増益となったが、当期純利益は、前年度に
計上した投資損失引当金戻入益の剥落影響等により前年比17億円減益の253億円(△6.1％)
親会社株主に帰属する当期純利益は、負ののれん発生益等の剥落影響により、前年比3億円減益の255億円(△0.9％)
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(2) 資金利益

資金利益は、貸出金利息が2年連続で増加したものの、有価証券利息配当金の減少を主因として、前年比1億円の減少

資金利益の内訳

貸出金利息
+7

平残
+23

利回り
△16

17年度
682億円

△1億円
18年度
681億円

資金利益の各項目の増減要因(平残・利回り)
（億円）

預金+NCD利息
△7

利回り
△7

有価証券利息
配当金
△24

平残
△39

利回り
+15886

797
743

705 682 661 648 639
609 610 617

728 687 665 644 632 617 610 601 579 582 595
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08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

◆貸出金利息推移

（億円）

平残
±0

貸出金利息－預金等利息

前年比

貸出金利息 617 7

有価証券利息配当金 127 △ 24

預金+NCD利息（△） 22 △ 7

外部調達費用等（△） 41 △ 9

681 △ 1資金利益

2018年度
実　　　績

2年連続増加

その他
調達費用等
△9

（億円）

貸出金利息



(3) 役務取引等利益等

役務取引等利益等は、投資信託販売手数料の減少等を主因として前年比6億円の減少
非金利収入比率(ひろぎん証券加算後)は、アセットマネジメント業務収益の減少およびひろぎん証券の純営業収益の減少を主
因として、前年比0.4ポイント低下

（億円）
前年比

投資銀行業務 37 3
うちシンジケートローン等 17 △ 3
うち対顧販売デリバティブ 10 4
アセットマネジメント業務 66 △ 8
うち投資信託・保険関連等 55 △ 8
うちコンサルティングサービス関連※ 4 1
うち金融商品仲介 6 1
個人ローン関連 △ 45 △ 3
内国為替等 114 2

172 △ 6役務取引等利益等

2018年度
実      績

非金利収入額および非金利収入比率の推移(ひろぎん証券含む)

6

役務取引等利益等の内訳

非金利収入比率 ＝
コア業務粗利益+(ひろぎん証券純営業収益-銀行への支払い仲介手数料・信託報酬)

役務取引等収益＋特定取引収益＋その他業務収益(国債等債券関係損益除く)+(ひろぎん証券純営業収益-金融収支-銀行への支払い仲介手数料・信託報酬)

A

169 166 164 163

71 67 74 66
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317

（億円）

309

内国為替等

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務

929億円979億円

投資銀行

324

910億円

ひろぎん証券

A

315

896億円
(※)信託・401k・コンサル業務収益の合計



33 39 36 32 

218 221 222 220 
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57.4%
61.4% 62.5% 61.7%
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15年度 16年度 17年度 18年度 7(※)コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益

経費は、人件費、物件費、税金とも減少し、前年比10億円減少

経費とコアOHR(経費率)の推移

人件費

物件費・税金

（億円）

経費の増減要因

(4) 経費

コアOHR

537△10

（億円）

537 ＋10

人件費
△5億円

物件費
△2億円

547

主な要因 増減額

働き方改革の推進(時間外手当) △1
退職給付費用 △3 等

△5

主な要因 増減額

減価償却費 ＋1
仮本店移転費用等 △3
預金保険料 △1
税金 △４ 等

△6

△10 527

税金
△4億円



(参考①) 他行※1比較（2018年度）

非金利収入比率とその増減幅

8

本業利益の利益率とその増減幅

△0.15%

△0.10%

△0.05%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

0.35%

0.40%

△0.10% △0.05% 0.00% 0.05% 0.10%

前年度対比
増減幅
（％ｐｔ）

利益率

当行
（利益率：0.30%、増減幅：0.05%）

近隣5行平均

上位15行平均

15.0%

17.0%

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

29.0%

31.0%

33.0%

35.0%

△8.0% △1.0% 4.0%2.0%0.0%△2.0%△4.0%

近隣5行平均

上位15行平均

前年度対比
増減幅
（％ｐｔ）

非金利収入比率

（※1）対象…資金量（預金＋NCD）15位までの第一地銀（FG・FH含む）および広島県・山口県・愛媛県・岡山県・島根県の第一地銀
めぶきFG、九州FG、コンコルディアFG、西日本FH、第四北越FG、関西みらいFG、千葉銀行、七十七銀行、ふくおかFG、静岡銀行、八十二銀行、京都銀行、ほくほくFG、山陰合同銀行、中国銀行、伊予銀行、山口FG

(※2)預金等平残を公表していない銀行については、当行が以下の算式により預金等平残を算出
預金平残＋（期首NCD残高＋期末NCD残高）/2

預金等平残※2
貸出金平残×（貸出金利回りー預金等利回り）＋役務取引等利益－営業経費

本業利益の利益率 ＝ 非金利収入比率 ＝
コア業務粗利益

役務取引等収益＋特定取引収益＋その他業務収益（国債等債券関係損益除く）

＊各データについては、各行の決算短信をもとに、当行が算出。なお、FG・FHについては、傘下銀行の単純合算にて算出

当行（単体）
（比率：31.9%、増減幅：△0.3%）

ひろぎん証券含み
比率:35.2%、増減幅:△0.4%



(5) 貸出金・預金等（預金＋NCD）残高・外貨調達

貸出金残高(平残)は、事業性貸出、個人ローン、地共貸出のいずれも増加し、前年比+2,304億円(年率+4.0％)
預金等残高(平残)は、個人預金は増加したものの、公金・金融預金等の減少を主因として、前年比△160億円(年率△0.2％)
外貨貸出金においては、十分な安定調達余力を確保

（億円）

44,571 45,846 47,194 47,870 

20,550 21,995 22,461 22,392 

3,690 
5,249 5,188 4,420 

15年度 16年度 17年度 18年度

73,091 74,843

9

個人預金
+676億円
(年率+1.4%)

法人預金
△69億円
(年率△0.3%)

公金・金融預金
△768億円
(年率△14.8%)

預金等(預金＋NCD)残高(平残)の推移

33,787 34,307 34,982 36,312 

13,059 
13,725 

14,478 
15,113 

5,205 
6,286 

8,117 

8,454 

15年度 16年度 17年度 18年度

貸出金残高(平残)の推移

57,576

54,315

（億円）+2,304億円
(年率+4.0%)

※地共貸出は地方公共団体および公社向けの貸出

個人ローン
+635億円
(年率+4.4%)

事業性貸出
+1,330億円
(年率+3.8%)

地共貸出
+337億円
(年率+4.2%)

68,811

52,051

△160億円
(年率△0.2%)

外貨貸出に対する調達の状況(2019/3末、全通貨合計)
（億円）項 目 残高

貸出金 2,417
合 計 2,417
預金 1,283
長期調達 781
コミットメントライン 499
合 計 2,563

安定調達余力(枠)

＋146
安
定
調
達

74,68359,880



中小企業向け貸出金(平残)は、コンサルティング営業の強化等、金融仲介機能の発揮により順調に増加
本部主導による個人ローン増強に取り組んだ結果、前年比+635億円(年率+4.4%)
アパートローンについては、十分なストレス耐性があり、相続対策・保有不動産の有効活用として効果が認められる案件に対応

(6) 中小企業向け貸出金・個人ローン

21,726 22,384 23,687 25,079 

12,061 11,923 11,295 
11,233 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

15年度 16年度 17年度 18年度

中小企業向け
+1,392億円
(年率+5.9%)

事業性貸出金(平残)・事業性貸出先数の推移

10

29,254 
29,948 30,365 

30,840 

25,983 
26,580 26,942 27,345 

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

うちリテール層
(売上高10億円未満)

事業性貸出先数 +475先
(年率+1.6%)

+403先
(年率+1.5%)

個人ローン(フラット35除く)残高(平残)の推移

（億円）

8,940 9,223 9,497 9,752 

3,422 
3,711 

4,026 
4,272 

633 

711 

882 
1,016 

65 

80 

72 

72 

15年度 16年度 17年度 18年度

13,725
14,478

住宅ローン
+255億円
(年率+2.7%)

アパートローン
+246億円
(年率+6.1%)

消費者ローン
+134億円
(年率+15.2%)

その他
±0億円
(年率±0.0%)

+635億円
(年率+4.4%)

13,059

（先）

（億円）

事業性貸出その他
△62億円

(年率△0.5%)

33,787 34,307 34,982

65.2% 69.1%64.3% 67.7%事業性貸出に
占める中小企業向け
貸出の割合

18年度
下期

大企業 0.35%

中堅企業 0.63%

中小企業 1.07%

全体 1.10%

貸出金利回り

15,113

36,312

◆事業性貸出先数
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有価証券残高（平残）は、国債等の償還分を投資信託等で再運用したものの、残高は3,653億円減少
政策保有株式は、株式の発行体との対話を進めるなか残高を削減し、前年比11億円削減
金利リスク量は、一部国債等の積み増しにより増加したものの、引き続き低位で推移

(7) 有価証券

有価証券残高（平残）の推移 政策保有株式等（私募リート含む）残高（末残）の推移

571 542 533 521

43
42 41 42

133
133 134 134

10
17 22 22

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

非上場株式
+1億円

（年率+2.4%）

関連会社株式
±0億円

（年率±0.0%）

私募リート
±0億円

（年率±0.0%）

756 734

△11億円
(年率△1.5%)

（億円）

43 

19 
13 18 

13 17 10 10 

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

（億円）
国債等

外貨外国証券

金利デルタの推移 ※金利10bp低下時の時価変動額

730

上場株式
△12億円
（年率△2.3%）

9,987 9,615 

6,961 

3,996 

1,387 1,359 

1,267 

1,165 

3,184 3,846 

2,647 

1,653 

801 831 

823 

794 

2,762 
3,773 

3,947 

4,384 

15年度 16年度 17年度 18年度

15,645

（億円）

18,121
19,424

国債
△2,965億円
(年率△42.6%)

地方債
△102億円
(年率△8.1%)

外債
△994億円
(年率△37.6%)

株式
△29億円
(年率△3.5%)

投資信託等
+437億円
(年率+11.1%)

△3,653億円
(年率△23.3%)

11,992

719

〈参考〉マルチアセット型投資信託・内訳(19/3末)

12%

76%

12%

4%5%
3%

34%

26%

16%

8% 4%

株式

債券

その他

日本 米国
欧州

日本
米国

欧州

為替
預金等



70 53 63 59

415
526 483 457

251
147 168 185
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与信費用は、大口先の倒産等による不良債権処理額の増加により前年比29億円増加
金融再生法開示債権額は前年比13億円減少の701億円、不良債権比率は1.15％と、過去最も低い水準

金融再生法開示債権額と不良債権比率の推移与信費用の推移

(8) 与信費用・不良債権

（億円）

危険債権

要管理債権

破産更生債権等

不良債権比率(部分直接償却後)
与信費用比率

714735

（億円）

△13億円
726 701



4,416 4,472 
4,621 

4,823 

7.1% 6.9%

5.5%
5.3%

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末
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(9) 自己資本・ROE

連結自己資本比率は、11.01％と十分な水準を確保
連結ROEは、純資産が順調に増加するなかで、5％台前半の水準を確保

連結自己資本比率および劣後調達残高の推移 連結ROE・純資産の推移

250 

150 150 150 

11.33% 11.10% 11.07% 11.01%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

連結自己資本比率

劣後調達
残高

（億円）

純資産
（連結）

連結ROE

<参考>国際統一基準
12.13%

純資産＝〔期首純資産の部合計(新株予約権除き) + 期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

償還期日：2021年12月

（億円）



(参考②)「中期計画2017」における経営目標の達成状況
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親会社株主に帰属する当期純利益 総預り資産残高（平残）

連結自己資本比率

連結ROE

コアOHR

4.5%

5.3%

18年度
中計

18年度
実績

21年度

最終年度
6%程度

中計比
＋0.8%

65.8%

61.7%

18年度
中計

18年度
実績

21年度

最終年度
50%台

中計比
△4.1%

10.6%

11.0%

18年度
中計

18年度
実績

21年度

中計比
＋0.4%

非金利収入比率※(非金利収入額)

（億円、%）

評価:○ 評価:○ 評価:×

評価:× 評価:○ 評価:○

215

255

18年度
中計

18年度
実績

21年度

最終年度
300億円以上

中計比
＋40億円

91,909 91,709 

18年度
中計

18年度
実績

21年度

最終年度
10兆円以上

中計比
△200億円

35.9% 35.2%

18年度
中計

18年度
実績

21年度

中計比△0.7%
（中計比△2億円）

(317) (315)

最終年度
40%以上 最終年度

10%以上

(※)ひろぎん証券含む



地域のお客さまと共に成長を続ける『総合金融サービスグループ』を目指します！～真のファースト・コール・バンクグループとなるために～

３. 「中期計画2017」の進捗
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「中期計画2017」に掲げる経営戦略

(1) 「中期計画2017」の達成に向けた取組み

資産 負債

有価証券 DOWN

預金等 ＵＰ

内部留保 ＵＰ

自己資本

貸出金 ＵＰ

オフバランス

「質」の伴った量の拡大
貸出金利息収入の増強

総預り資産残高および
アセットマネジメント業務収益の増強

16
持続的な企業価値向上

 グループ経営の強化
 付加価値の高いバンキング業務への取組強化
 アセットマネジメント業務を通じた非金利収入の増強
 新たなサービス創出による収益機会の確保

市場環境に応じた
適切なリスクテイクによる
安定した収益の確保

コア業務の深掘り
（付加価値の向上）

非預金 ＵＰ

収益力の強化

従来以上に付加価値営業の実践および生産性の向上に努めるとともに、新たな業務への取組強化等、業務領域の拡大を通じ
て、企業価値の持続的な向上を図る

P.25

 エクイティビジネスへの取組強化
 都市再開発支援・観光振興を通じた地方創生の実現

 金融デジタル化への取組強化を通じた顧客利便性の向上

業務領域の拡大

P.22-23

P.21

非預金へ
シフト

既存の
コア業務

構造改革の取組強化
（生産性の向上）

 各種プロジェクトや店舗戦略の見直し等による生産性の向上

P.20

 預り資産等の「資金」運用だけではなく、お客さまの「資産」全体の
運用・承継を支援

 事業性評価を通じて、お客さまの潜在ニーズを顕在化させ、
最適なソリューションを提供 P.17

P.18-19

P.24



3.6 4.4 
3.2 3.1 

20.2 16.6 

5.3 10.1 
2.0 

3.3 

23,687 
25,079 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

17年度 18年度 21年度見込

M&A

社債・
公債等

ｼﾝｼﾞｹｰﾄ
ﾛｰﾝ等

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｯﾁﾝｸﾞ等

（億円）

34 37

約50億円

お取引先企業の「真のニーズ」を把握するため、強固なリレーションを構築する
事業性評価により顕在化させたお取引先企業のニーズに対して、総合的なソリューションの提供を行う等、コンサルティング機能
の発揮を通じて、企業価値向上に向けた積極的な支援を実施する

事業性評価を土台としたソリューションの提供

 当行独自のコンサルティング型融資商品

 ビジネスマッチング
 デリバティブ（為替・金利リスクヘッジ）
 海外進出支援
 中計策定支援

商品・サービス

• 震災時元本免除特約付き融資
• 豪雨災害時元本免除特約付き融資
• 事業承継サポートローン 等

 業種RM
 ビジネスマッチング担当
 M＆A担当
 海外駐在員事務所
 オーナーコンサルティング担当

支援体制

事業性評価（定性分析等） ＝ 土台

中小企業向け貸出金残高

2018年度実績：793件

約27,800億円

投資銀行業務収益

 安定的・継続的な資金供給
 ビジネスマッチングや販路開拓、経営改善支援
 新たな金融サービスの提案・提供

お取引先企業が地域金融機関に望むこと
約50％

約15％

出所：金融庁「企業アンケート調査の結果」

課題解決課題解決提案
経営課題
の抽出顧客理解顧客との対話

コンサルティング機能の発揮

 豊富な経験と人財を活かしたM&A支援業務を
積極的に展開

 過去の成約実績に基づく経験と、外部提携企業
とのネットワークを活用し、最適なサポートを提供

＜参考＞M&A支援に関する取組み
全国金融M＆A研究会・第6回(2018年)
ディールオブザイヤー※受賞(3回目)

17

(2) 「コア業務の深掘り」に関する取組み ①事業性評価 ～バンキング業務～

＜当行のコンサルティングプロセス＞

（※）その年に成約した案件の中で、優秀な事例について、日本M&Aセンターが表彰

･･･etc．約10％

強化するソリューション
 地域開発関連ファイナンス
(多様なファイナンススキームの構築)

 M＆A支援
 ビジネスマッチング等

中小企業向け貸出金および投資銀行業務収益の積上げ
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(3) 「コア業務の深掘り」に関する取組み ②銀証連携 ～アセットマネジメント業務～

共同店舗の拡大や営業戦力の増強、オーダーメイド商品のラインナップを充実させる等、銀行・証券が一体となって、お客さまの
多様なニーズに即した商品・サービスを提供する

金融商品仲介業務の推進銀証一体運営の強化

金融商品仲介口座の獲得強化に向けた
営業戦力の増強

ひろぎん証券への出向者数＋34名
（2017.4.1～2019.4.1累計）

施策 実績（予定含む）

ワンストップ機能の提供に向けた
共同店舗の拡大

共同店舗数（ブース含む・累計）

3カ店
（2016年度）

8カ店
（2017年度）

16カ店
（2018年度）

⇒ ⇒⇒ 19カ店
（2019年度予定）

法人取引先のニーズに
お応えするオーダーメイド商品の

ラインナップ充実
 外貨預金保有先(外貨円転ニーズ先)

ジャンプ債【分割償還型】

 外為取引先(外貨調達先)

フラットボンド

 短期運用ニーズが高い先

株価指数連動債

 元本確保ニーズが高い先

ステップアップ債
額面金額100%で償還

外貨で運用し、預入時より円安の
場合、円貨で定期分割償還

円貨で運用し、外貨で定期分割
償還 737 876 

1,419 

2,007 

9,049 8,690 

10,698 

14,777 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

金融商品仲介口座
稼働先数（先）

ひろぎん証券
純営業収益に占める
仲介収益の割合

2016年度
18.4%

2017年度
30.8%

2018年度
47.1％

完全子会社化
（2017.6.1）

〔末残（時価ベース）・億円〕

ひろぎん証券・
仲介残高

（29.0％）

（19.7％）

（13.6％）（12.0％）

ひろぎん証券残高に
占める割合

ひろぎん証券の企業概要

設立年月日：2008年1月1日
(完全子会社化)：2017年6月1日
資本金：50億円

役職員数：250名
店舗数(出張所を含む)：25ヶ店



広島県 全国平均

相続対策ニーズの高まり

相続関連ニーズの高まりを踏まえ、コンサルティング型の信託等を活用した最適なソリューションを提供する
地域企業の事業継続に資する取組みの強化を通じて、地域の雇用を確保し、地元経済の継続的な発展に貢献する

(4) 「コア業務の深掘り」に関する取組み ③相続・事業承継関連ビジネス ～アセットマネジメント業務～

事業承継対策ニーズの高まり
◆後継者不在率(2018年)

出所：帝国データバンク

（千人）

567
657 689 685 672

30

32

34

36
37

2015年2020年2025年2030年2035年

死亡者数

70歳以上
人口

ニーズ 円滑な相続
相続税の抑制

 スムーズな手続き
二次相続の対策

お客さま 被相続人 相続人

ソリュー
ション

相続対策提案
遺言信託
遺言代用信託
暦年贈与信託

遺産整理業務
遺言書執行
遺言代用信託
暦年贈与信託

相続対策（二次相続対策）をきっかけとした
新たな収益源の確保

◆広島県の死亡者予測 相続発生前 相続発生後

22 22 31 
51 

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

◆事業承継アドバイザリーサービス(コンサルティングサービス・対策実行サポート)申込企業実績数
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（先）

相続コンサルティングプラザ 信託コンサルティング室

お客さまニーズに的確に対応する体制を強化すべく…

を新設（2019.4）

出所：国立社会保障・人口問題研究所

【2018年度獲得実績(件数)】
遺言信託：141件
遺産整理業務：56件
遺言代用信託：938件
暦年贈与信託：266件

（目標） （目標）

信託業務
本体参入
（2018.4～）

2 2 
4 

10 

17年度 18年度 21年度 27年度

（億円）

73.2% 66.4%

74 66

17年度 18年度 21年度見込

（億円）

◆信託コンサルティング等関連収益実績・目標

親族内承継

親族外承継
 エクイティファイナンス
（MBO・LBO・PE連携）

 M&Aアドバイザリーサービス
人材派遣業務・人材紹介

事業承継アドバイザリーサービス
（自社株評価・事業承継計画策定等）

銀行本体業務
として参入
（2019.3）

ソリュー
ション

約105億円

強化するソリューション等
 信託コンサルティング
 事業承継対策
 銀証連携

非金利収入増強に向けたアセットマネジメント業務収益の積上げ



業務領域の拡大を通じて、新たな収益機会の獲得を図るとともに、今後の規制緩和(出資規制の見直し等)を見据えた取組み
を進めるなか、従来の枠組みに捉われない新たな金融サービスグループを目指していく

非金利収入比率
40％超の実現

規制緩和（出資制限見直し等）
を見据えた取組み

新たなビジネスモデルの構築
従来の枠組みに捉われない
新たな金融サービスグループ

バンキング業務
アセットマネジメント業務 等

既存のコア業務

① エクイティビジネスへの
取組み

 従来のバンキング業務に加え、エクイティ資金の
提供による地元を中心とした取引先の成長・
再生・事業承継を支援

② 地方創生への取組み
 地元の観光産業の活性化支援、私募REIT
等を活用した地域再開発への取組み等を通じ
て、地方創生に積極的に参画

③ 金融デジタル化への
取組み

 インターネット専用支店「ひろぎんカープ支店」
の創設

 スマホアプリを活用した新たなサービス展開への
取組み

「広島」独自の
コンテンツを活かし、
従来の「地域」の
枠組みを超えた展開

更なる業務領域の
開拓・拡大

低金利環境下においても
収益を確保していく収益
構造の構築

自らの経営基盤である
地域経済の活性化に
対する主体的な取組み

(5) 「業務領域の拡大」に向けた取組み ①基本的な考え方

20



成長期や安定期だけでなく、創業期や再成長期等の様々な企業のライフステージに応じたファンドへの出資等（エクイティビジネ
ス）を通じて、非上場取引先の企業価値向上を図る

売
上
高

ニ
ー
ズ 資金調達

生産性向上・業務合理化/標準化人材確保・販路拡大

事業承継・M＆A

経営改善・転廃業

創業支援(創業支援ローン等)
ベンチャー支援

事業再生(DES・DDS等)
経営改善支援
IPO支援
事業承継

コンサルティング型融資商品
ビジネスマッチング
海外進出支援

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

中計策定支援サービス

低迷期・衰退期
再成長期安定期成長期創業期

(創業・第2創業から5年まで)

上場

再生

IPO

エ
ク
イ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス

ベンチャーキャピタル バイアウト／事業承継 企業再生

業種・目的別／プロジェクト別

◆出資証券等の損益状況※（単年度）

(※)実現損益＋管理費用
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(6) 「業務領域の拡大」に向けた取組み ②エクイティビジネス

過去に事業再生等の目的で
出資した企業がIPO等のEXIT

収益獲得

 取引先の事業成長、事業承継対策等に資するエクイ
ティ資金を提供

 また、当行子会社であるしまなみ債権回収（サービサー）
の専門的なコンサルティングを活用した事業再生先の
債権買取やDES・DDS等を通じて、事業再生を支援

◆企業のライフステージ
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(7) 「業務領域の拡大」に向けた取組み ③都市再開発支援 ～地方創生～

私募REITの組成や当行の本店建替えプロジェクト等、地方創生の担い手として、まちづくりを積極的に支援する

広島紙屋町・八丁堀地区が
「都市再生緊急整備地域」指定（2018.10）

特別措置の設定
 各種制限・規制（用途規制・容積率制限）の緩和
 税制特例（登録免許税・不動産取得税等軽減）

◆私募REITの組成
 地元の再開発対象不動産や建替物件が投資対象
 当行完全子会社「ひろぎんリートマネジメント」が運用指図
 「まちづくり」の担い手として地域再開発を主導し、地方創生や
地域経済の活性化に貢献

地銀初

広島駅紙屋町・八丁堀地区

 旧広島市民球場跡地の活用
 中央公園の活用
 商工会議所ビルの移転・建替え
 紙屋町再開発（サンモール建替え）

＜その他の案件（広島県内）＞
 広島西飛行場跡地活用事業
 サッカースタジアム建設
 福山駅前再開発
 福山市営競馬場跡地の活用
 広島空港の民営化 等

二葉の里土地区画整理事業
(商業ビル・分譲マンション等)

広島駅南口広場等再整備
(自由通路の整備・駅ビル建替え等)

広島駅南口駅前開発
(日本郵政ビル建替え・商業ビル・分譲マンション等)

広島大学本部跡地活用事業
(分譲マンション・病院等)

比治山公園再整備
(展望施設・美術館等)

広島東警察署跡地
再開発(ホテル等)

<2001年～2011年の民間による都市開発データを分析>

域内滞留人口（東京都）:16％増加 経済効果:18.6兆円

雇用創出:＋133万人 地価:10％上昇
出所：内閣官房地域活性化統合事務局

マツダ
スタジアム

民間都市再生事業計画として認定

（新本店ビル 完成後イメージ）

＊2021年1月竣工予定

建
物
の
特
長

◆当行本店建替えプロジェクト

建物周辺や2階テラスへの緑地の設置
建物エントランス部分へのピロティ空間の設置
原爆物故者慰霊碑の設置
建物の免震化・非常用発電機用燃料の確保
（避難場所として活用）

＜主な広島市内プロジェクト＞

地域内の
生産性向上に貢献

＜参考＞指定地域における経済効果



観光事業者への支援実績

観光客の推移（広島県）

6,181 
6,618 6,777 6,989 
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201
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0

50

100

150

200

250

300

5,600
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6,600

7,100

7,600

8,100

14年度 15年度 16年度 17年度

外国人観光客数

（万人）

総観光客数

出所：観光庁、広島県

「SETOUCHI」への関心の高まり

地域版DMO設立支援実績

(8) 「業務領域の拡大」に向けた取組み ④観光振興 ～地方創生～

<フェーズ1>
現状把握
観光資源発掘支援

<フェーズ2>
計画・アクションプランの
策定支援

<フェーズ3>
実行支援（PDCA）

当行の役割

誌名 記事 順位等

NATIONAL GEOGRAPHIC 
TRAVELLER誌 英国版 2019年行くべきデスティネーション 第1位

The New York Times電子版 52places to Go in 2019 日本で唯一
リスト入り

◆世界の旅行市場に影響力を持つ旅行雑誌に掲載

その他旅行雑誌5誌にも掲載

広島県は2022年度に年間総観光客数7,600万人を目指す

海外における瀬戸内地方への関心度は高まっており、外国人観光客も7年連続で増加
観光産業活性化に向けて、各自治体と連携し、地方創生に積極的に参画する

7年連続
増加
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 尾道・しまなみDMO形成推進事業の支援業務

 安芸高田町DMO設立支援業務
 三次版DMO設立支援業務

 福山市観光推進体制構築支援業務
 庄原市観光振興計画策定業務

 徳島東部地域DMO設立準備アドバイザー業務
 津山市滞在型観光まちづくりプロジェクト推進
DMO設立計画支援業務

2015年度

2016年度

2017年度

2018年度

◆「せとうち観光活性化ファンド」を通じた支援実績

事業内容 投資支援

ホテル開発(広島市内) 約9億円

観光施設開発 約4.5億円

ホテル開発(広島市内) 約2.8億円
… …

合計 7件／約18億円

「瀬戸内ブランドコーポレーション」が
広島市中心部の再開発用地に世界的
なブランドホテルを誘致

「瀬戸内ブランド推進体制(せとうちDMO)」に積極的に参画するとともに、
瀬戸内ブランドコーポレーションと連携し、観光事業者等への投融資を実施

「瀬戸内ブランドコーポレー
ション」に対して、当行は出
資および人員を派遣



急速に進展する「金融のデジタル化」へスピード感ある対応を行うため、行内体制を強化
スマホアプリを入口とした決済手段の多様化に取組む等、お客さまの利便性向上を図る

デジタルトランスフォーメーション（DX）への取組み 新たな顧客接点の創出

＜「広島東洋カープ」デザイン＞＜「ひろくん」デザイン＞
◆JCB・Visaブランドの「デビットカード」

 これまでは当行との取引接点の薄い若年層やクレジット
嫌悪層とのお取引拡大を図る

 決済データを活用した新たなサービス展開を図る

具体的な取組施策

新ビジネス
の創出

業務効率化

新たな
顧客接点の
創出

2016/8 新事業開発推進室の組成
2018/2 デジタルイノベーション室へ改組
2019/4 デジタル戦略部へ昇格

戦略・対応方針

膨大な
顧客情報等

地域顧客との
リレーション

 地銀として地域社会との関係性に根差
しつつ抜本的なデジタルトランスフォーメー
ションを促進

 他業態を含む多様なプレイヤーとのアライ
アンスも視野に新ビジネス・オープンイノ
ベーションの創出

 データ利活用への本格的な取組み

(9) 「業務領域の拡大」に向けた取組み ⑤金融デジタル化への取組み

ＡＰＩ公開

データ連携基盤構築

ＡＩ融資審査

ＲＰＡ

ひろぎんアプリ高度化

Wallet+サービス

キャッシュレス化推進

他社連携等による
新ビジネス創出
（ひろしまサンドボックス等）

地銀としての強みを活かす

推進体制の構築

申込数約5,000件
（取扱開始25営業日時点）

40,000

60,000

80,000

100,000

18/9末 19/1末 19/4末
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◆「ひろぎんアプリ」の機能追加
（件）

累計DL件数
（2019.4末時点） 約9.1万件

2019.2.12～
残高照会等の機能追加

【累計DL件数(月間)】

◆「ひろぎんカープ支店」の創設（「ひろぎんネット支店」の店名変更）

〔キャッシュカード〕

〔ﾀﾞｲﾚｸﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｶｰﾄﾞ〕

20 33 52 61 80 67 
248 

1,603 

0

500

1,000

1,500

2,000

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

（件）

2018年 2019年

【総合口座新規開設件数(月間)】

2019.3.18～
「広島東洋カープ」に関する

商品・サービスのラインナップを充実

*4月は申込受付分等を含む



事務レス化プロジェクト等（営業店・本部）

 店頭タブレット導入
 役席レス・後方事務レス
 金庫レス
 後方事務の本部集中化
 RPAの導入 等

営業推進改革プロジェクト

 営業支援端末（タブレット）導入
 個人ローンローコストオペレーション
 住宅ローン推進の本部集中化 等

構造改革に向けた各種プロジェクトや店舗機能の見直し等により、生産性の向上を図るとともに、質の高いコンサルティング営
業の実践に向けた人財育成を強化する

捻出人員の
有望マーケットや成長分野への再配置

（人員のスリム化）

更なるチャネルシフトを見据えた
経営資源の配分見直し

(10) 構造改革の取組強化

質の高い(幅広い)コンサルティング営業を
可能とする人財の育成・確保

専門性の高い人財の育成

 中核となる店舗を人財育成拠点として、若年行
員を集中配置

 専門性の高度化に向けた人事制度改定の検討
⇒ コンサルティング営業の起点となる専門性の
高い人財を育成

ダイバーシティの実現

 高度な専門性を持った人財を積極採用
 短時間勤務、育児・介護休業制度の充実等に
よるワークライフバランスの促進
⇒ 多様な人財が特長を活かし活躍できる
環境づくり

人員180名捻出
（2018年4月再配置済）

効率性の向上 持続的成長を支える組織づくり

人員130名捻出
（2018～21年度累計）
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店舗(対面チャネル)機能の見直し
 規模に応じた店舗役割の明確化

⇒ 中核となる店舗に専門性の高い人財を
集約し、コンサルティング機能を強化

セルフ化・リモート化
コンサルティング特化店舗

非対面チャネルの充実
 インターネット支店(カープ支店)創設
 ひろぎんアプリ高度化
 キャッシュレス化推進 等

⇒ 若年層を中心とした接点が不十分な顧客
との取引拡大

構造改革を通じた生産性の向上
＜中計最終年度(2021年度)＞
 人員：約3,300人(現行比約△180名)
 コアOHR：50％台

顧客の行動変化に応じた
適切なチャネルの構築

詳細はP.24

××



地域のお客さまと共に成長を続ける『総合金融サービスグループ』を目指します！～真のファースト・コール・バンクグループとなるために～
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４. SDGs/ESGへの取組み
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「環境」・「社会」・「ガバナンス」への取組みを通じて、中長期的かつ継続的な企業価値の向上に向けて、推進体制の強化を図る
とともに、非財務情報の効果的な発信に向け、統合報告書の発行を予定（2019年7月）

(1) SDGs/ESGへの取組み ①基本的な考え方

持続可能な開発目標（SDGs）への取組み
 SDGｓは2015年9月に国連本部において採択された
2030年まで続く国際目標

 地域と共存する金融機関として、地域の持続的な発展を実
現するため、各種取組みを実施

 SDGｓを通して、地域との共通価値創造の実現を目指し、
社会課題の解決に取り組んでいく方針

ESG指数構成銘柄への採用

S&P/JPX カーボン エフィシェント指数
 環境情報の開示を十分に行い、炭素効率性の高い企業を選定

SDGs/ESG担当
を配置

SDGs/ESGへの新たな取組み

 総合企画部内に1名配置し、推進体制を強化
 持続的な企業価値向上に向けて、施策等を企画

 非財務情報を含めた効率的な情報発信を企図し、
統合報告書を発行(予定)

2019年4月～

MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）
 性別多様性に優れ、将来的な労働力不足に耐えうる企業を選定

統合報告書
の発行

2019年7月予定

年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF)が
投資対象とする指数に採用



広島を代表するスポーツチームを支援するとともに、広島交響楽団への支援をはじめとした文化振興へ積極的に取組む
金融商品を活用した社会貢献および環境保護活動へ積極的に取組む等、「共通価値の創造」を通じた企業の価値向上を図る

地域スポーツ・文化活動の支援 銀行保証付私募債(教育寄贈型)の受託

28

(2) SDGs/ESGへの取組み ②社会・環境における主な取組み

環境保護への取組み

公益財団法人
「ひろしま美術館」

「ひろしま美術館」を運営し、数多くの絵画を展示する等、
芸術情報の発信を通じた文化振興へ積極的に取組む

広島東洋カープ
サンフレッチェ広島

地元企業合同での広島東洋カープ応援観戦やサンフレッチェ広島の
スポンサードゲーム等を開催する

教育機関への寄贈

公益信託の受託

お取引先の私募債発行を記念して、
地域の教育機関へ図書等の寄贈を実施する
【事例】(一部抜粋)

まちづくり・環境美化運動を行うボランティア団体に対し、
助成金交付を実施する

広島市まちづくり活動支援基金

〈ひろぎん〉無通帳
口座「スマートｅ」

通帳を発行しない口座を展開し、ペーパーレス化に取組む

サニクリーン中国環境美化基金

16の団体
総額318万円の助成実施

30の団体・個人
総額206万円の助成実施

似島小学校の皆さまをご招待

【サンフレッチェ広島スポンサードゲーム開催】

高南学区子ども会白木ホワイトスターズ☆
の皆さまをご招待

【広島東洋カープスポンサードゲーム開催】

広島交響楽団

「〈ひろぎん〉トゥモロウコンサート」等を開催する等、
活動支援に取組む

寄贈者 寄贈先 寄贈品

井本建設 株式会社 さま 広島県立広島工業高等学校 エアーコンプレッサー
チップソー

株式会社 なかやま牧場 さま 倉敷市立中洲小学校 カーテン
テレビ

株式会社 プローバホールディングスさま 広島県立広島北特別支援学校 二輪スクーター
三輪スクーター等

株式会社 モリシタ さま ひろしま協創中学・高等学校 サッカーボール
ボールかご

【2018年度実績】
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(3) SDGs/ESGへの取組み ③その他の取組み

E：Environment
（環境）

S：Social
（社会）

G：Governance
（ガバナンス）

項目 当行の取組状況 SDGｓ

環境配慮型融資制度  太陽光発電向け専用融資制度
 環境格付融資制度（融資型・私募債型）

地域新電力会社「福山未来エナジー㈱」
への出資（出資比率：5%）

 福山市、JFEエンジニアリング㈱と共同出資
 国内最大級の地域新電力会社として、福山市内の再生可能エネルギーを購入し、地域
内の公共施設へ供給

「平成30年7月豪雨」への対応  西日本広域豪雨災害復興支援ファンドへの出資
 ひろぎんグループから義援金6,000万円の寄付・ボランティアの派遣

「広島銀行健康経営宣言」の策定
 従事者等の心身の健康保持・増進が当行の
成長に不可欠との考えのもと策定

 地域企業への健康経営への取組推進を啓蒙

シェアサイクルのサイクルポート設置
（当行・仮本店内）

 広島市が観光振興・地域活性化の一環として推進(設置個所49ヶ所:2018.12.30時点)
 当行は環境へ配慮した取組みの推進と地域貢献に向けて、広島市へ協力

ダイバーシティの推進
 女性の管理職・監督職への積極登用
(管理職17名、監督職143名:2019.4.1時点)

 キャリア採用の継続実施

マネー・ローンダリングおよび
テロ資金供与対策への取組強化  管理態勢の高度化に向け、専担ラインを新設

ガバナンス体制の強化  取締役10名中3名が社外取締役（うち女性1名）
 監査役5名中3名が社外監査役（うち女性1名）

 「健康経営銘柄2019」に選定

 「健康経営優良法人2019(ホ
ワイト500)」に選定

地銀として全国初

地銀として中国地方初
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５. 2019年度の業績予想



（億円）

前年比

669 △ 12

(620) (3)

165 △ 7

834 △ 19

534 7

300 △ 26

57 2

10 △ 21

355 △ 4

250 △ 3

255 0

う ち 貸 出 金 利 息

有 価 証 券 関 係 損 益

△ 与 信 費 用

2019年度
予想

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

役 務 取 引 等 利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

当 期 純 利 益

経 常 利 益
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(1) 2019年度の業績および配当予想

2019年度の業績は、与信費用等の減少を主因として、親会社株主に帰属する当期純利益は255億円と前期並みを見込む
2019年度の配当予想については、配当目安テーブルに則り、年間18円の配当を予想

2019年度業績予想 配当目安テーブルと2019年度の配当予想

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり配当金額
連結配当性向

①安定配当 ②業績連動
配当 ①＋②

330億円超 12円 12円 24円 22.7%未満

300億円超～330億円以下 12円 10円 22円 20.8%以上
～ 22.9%未満

270億円超～300億円以下 12円 8円 20円 20.8%以上
～ 23.1%未満

240億円超～270億円以下 12円 6円 18円 20.8%以上
～ 23.4%未満

210億円超～240億円以下 12円 4円 16円 20.8%以上
～ 23.8%未満

180億円超～210億円以下 12円 2円 14円 20.8%以上
～ 24.3%未満

180億円超～180億円以下 12円 0円 12円 ～ 20.8%以上

＜業績予想策定時のマーケットシナリオ＞
日本円TIBOR3M:0.07%、日本国債10年:0.03%、ドルLIBOR3M:2.95%、為替(ドル/円):108.0円、日経平均株価:21,500円
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本資料に関するご照会先

株式会社 広島銀行 総合企画部 （IR担当：大歳、淺野、立野）

電話：082-504-3823
FAX：082-504-0171
URL：https://www.hirogin.co.jp/

本資料には、将来の業績等に関する記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績等を保証するものではなく、不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。


